石川県産業成長戦略検討委員会　第１回人材部会議事要旨
日　時：平成２５年８月５日（月）１５：３０～１７：３０
場　所：石川県庁行政庁舎　１１１０会議室
出席者：中村信一部会長、青木桂生副部会長、新家康三委員（立田康行委員代理）、石井和克委員、　　　　植村まゆみ委員、榎本俊一委員、夏至正典委員、杉野哲也委員（室屋雅啓委員代理）、　　　　　高瀬敬士朗委員、中村健一委員（宮崎悟委員代理）、福永泰男委員、山田勝裕委員
＜人材の育成について＞
〇提案書を作成する以前に、嗅覚、触覚を働かせて物事をまとめる、自分から作り出す部分での人材育成が必要。仕事が与えられるまで待っていることがある。
〇人材育成というのは時間がかかる。今までの積み重ねの上で、これまでの成果をさらにどのように広げていくか、また、新しい要素にどう取り組むかが課題となる。
〇基幹産業別に、人材育成について、どのような問題があるか、どのようなニーズがあるか検討する必要がある。
〇産業戦略に位置づけるため、組織能力を向上させる視点が必要だと思う。育成に関する視点が論点に少し足りない気がする。
〇首都圏でのビジネスセンスを持った人材やグローバル人材などは、現地に行かないと身につかないと思う。
〇トップ（リーダー）になる人材の育成に必要なものは、技術や知識ではなく人間性である。このため、子供のときからの家庭教育が大事になると思う。
〇若手の社員を教える指導者への教育が不足している。指導者を教育する、育成するようなものがあれば、若手の教育にもつながる。
〇これまでの人材育成は、標準化された人材をいかにたくさん採用するかというということであったが、その限界が来ている。一人ひとりの個性を生かした人材育成は、非常に労力がかかる。企業も人材育成にかけるコストは、競争のなかで生き残っていくために削られることもある。そのような中で連携し、教育機関と企業とがお互いの良さを提供し、自分のところで人材育成を全て行うのではなく、お互いの信頼を前提とした人材育成の枠組みを構築する必要があるのではないか。
〇ある企業は新入社員研修にお金をかけられないため、大手企業と共同で新入社員の研修を行った。違う業種、業態であるが、お互い刺激しあい新入社員同士が交流している。このような各企業の社員が交流し、全体としてコストダウンが図れるような仕組みがあればよい。
〇標準化された人よりも、どこか一部優秀なところがある人を採用し育てて伸ばしていくという考えが企業の人材育成には必要ではないか。
＜人材の定着について＞
〇優秀な若手が、この会社は自分の思っていた会社と違うということで入社後にやめることのないよう、若手を教育する企業内の指導者を教育することが必要。
〇離職者が多い企業の問題は、経営規模にもよると思うが、給与システムや評価システムに問題があることが多いと思う。評価する方も評価される従業員も納得するシステムを構築することにより、離職者が減る。
〇キャリア教育をしっかりやることにより、就業意識は高くなり離職率が下がるのではないか。
〇研究開発部門で離職者が多い時期があったが、外部との研究を活性化させたことにより、同部門で非常にやる気が上がり、離職が少なくなった。
＜人材の確保について＞
〇県外の大学に進学するケースが多くなり、今後、新幹線の金沢開業によりこれまで以上に関東方面の大学へ進学者が増えることも考えられる。石川県には素晴らしい企業がたくさんあり、Ｕターンのため企業アピールを強化してはどうか。
〇高校生のための企業ガイダンスはもっとあってもよいのではないか、企業アピールがもっとあれば、子どもたちの就業意識が高くなるのではないか。
〇「ゆるキャラ」を利用したアピールも一案ではないか。
〇就職活動の後ろ倒しにより、インターンシップなど、石川県内の企業の魅力を早いうちから理解するような取り組みや、入社後に定着するまで、企業、学校及び就職支援機関がもう少し丁寧に連携していく必要がある。
〇就職活動の後ろ倒しにより、人材確保が困難になるのではと危惧している。その中で、優秀な女性の学生を採用し育成してみようという取り組みを検討している。
〇インターンシップは、学校側からはキャリア教育、企業側からはプレ採用などお互いがモチベーションをもって学校や企業等が連携する取り組みを考える必要がある。
〇学生が関心を持つように、県内の企業の研究活動をアピールすることが大事である。また、次世代分野など若い人が夢を持つようなことに行政が手を加えることも大事なのではないか。
〇新規採用者の選考は、役員面接の段階で標準的な者ばかりになってしまう。選考方法の改善は試行錯誤の状況である。
＜組織の見直しについて＞
〇マーケットインの発想により企業の組織そのものを見直しした。時代のニーズに合わせた形で組織を変化させることが必要であり、企業側も勉強する必要がある。
〇上司が部下に指示を出すのではなく、部下を支援するという基本発想により組織を構築し、自立的組織を目指す必要がある。そうしないと部下は上司から仕事が下りてくるまで仕事をしないという発想になる。
＜その他＞
〇サービス産業に携わる人口は、全体の４分の３くらいで日本経済の中心であり、サービス産業が活性化できるような社会構造をどう作っていくか検討する機会があったらよい。
〇子どもができた女性については、ITをうまく使えば在宅勤務が可能であり、もっとこれを取り入れたらよいのではないか。
〇石川県がどういう役割をするのか、行政の役割が論点として大事である。
〇大学の教員が、企業の第一線の現場のニーズを捉え、教育に反映させることも大事。
〇生産年齢人口が減少し、今後は高齢者が増える見込み。高齢者をもっと社会に取り入れるような制度を石川県が発信してもよいのではないか。
〇高等教育機関の集積を活用し、留学生を採用することもよいのではないか。帰国の際に、石川県のよいところを持って行ってもらい、石川県のサポーターになってもらうような枠組みがあってもよいのではないか。
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